
浦久保：　福田さん、本日はお忙しいとこ

ろありがとうございます。最初にお聞きし

たいのが印刷DX推進の前提になる経済

産業省が2019年に実施した「印刷産業に

おける取引実態調査」になりますが、この

調査から見えてきた印刷産業の課題、そ

して経済産業省は印刷産業をどの方向に

導きたいのか、そして全印工連は具体的

な課題をどうとらえたのか、についてお

聞かせください。

福田：　かねてより経済産業省が印刷産

業をどのように考えているのか？あるい

は国策として印刷産業をどうしていこうと

思っているのか？の以前に、まずは印刷

産業に対する理解といった意味で取引環

境実態調査を臼田会長の時から経済産

業省にお願いをしていました。2019年度

の年度末になって実現しましたが、コロ

ナの真最中でしたので2020年の3月31日

に調査報告書が出されました。当然経済

産業省から見た印刷産業は全印工連だ

けではありません。大日本、凸版を含めて

日印産連傘下の10団体にアンケートを実

施しました。964社の回答がありアンケー

ト調査としては母数の大きい信頼性の高

い調査になったのではないかと思いま

す。この調査から浮かび上がった課題は、

「設備稼働率の悪化(機械が止まっている

時間が多い)」、「生産設備の供給過剰」、

「受注単価下落による営業利益率の低

下」、「収益管理が行えていない（だから

安値受注が止まらない）」、「経営者の高齢

化による事業継承の問題」です。これらの

課題に対してどのような施策があるかと

言いますと、さまざまな企業が連携をし

ていくためにまずは個々の企業が得意分

野を把握してください、そして自分の得意

分野に特化しSDGsやMUDなどの取り

組みも行いながら強みに集中してあとの

ことは削ぎ落とす。これからは得意分野を

把握したうえで、それぞれの得意分野の

領域を組み合わせることが重要です。

これはまさに昔言っていた共創ネット

ワークです。

浦久保：　共創ネットワークは中村会長

時代の1996～7年ですね。その頃は印刷

業界の出荷額も8.9兆円あり2度目のピー

クをつけ各社が充分に収益を上げている

時期で共創ネットワークといってもあまり

進まなかった記憶があります。今回の調

査では稼働データ、正確なコスト構造が

分かっていない会社が多いのでまず稼

働データをしっかり取り、システムと連携

させ管理コストを引き下げましょう。その

うえでDXでドライブして付加価値の創出

や生産性向上につなげましょうと今回の

調査では言っています。

福田：　足元では、個々の印刷企業の得

意分野の把握、稼働データの連携、そして

管理コストの引き下げをデジタルトラン

スフォーメーションでドライブすることで

印刷産業全体としての生産性向上を実現

すると共に、各企業は付加価値創出に専
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念することを目指す。「付加価値創出に専

念すること」は以前から全印工連で皆さ

んに言っているソリューションプロバイ

ダーへの進化なのです。ソリューションプ

ロバイダーへの進化に専念し、生産性向

上もDXを使い同時にこの2つを追求して

くださいと言うのが今回の調査で判明し

たことです。我々からすると今までやって

きたこと、つまり共創ネットワークから業

態変革、ソリューションプロバイダーへの

流れをデジタルを使ってドライブしま

しょうというのが私の理解です。組合員各

社が安心して自分の得意分野に経営資

源を集中できる体制を取らなければい

けない。経済産業省うんぬんより前に組

合員の皆さんは多分デジタル化を推進

することがDXだと理解されている方が

多いと思いますが、DXというのは単なる

デジタル化ではなくデジタル技術でその

産業構造を改革すること。デジタル化は

あくまで手段であって目的は産業構造を

変えることです。産業構造を変える方向

性は付加価値創出産業に生まれ変わり、

生産性向上が目的になるということを組

合員の皆さんにぜひご理解いただきた

い。今後、全印工連が提供するDXのシス

テムは目的のための手段としてのソフト

ウェアでしかありません。産業構造を変え

るのは組合ではなく皆さん自身です。全

印工連はそのためのツールを提供しま

しょうということです。全印工連は付加価

値創出産業と生産性の向上、この2つを

テーマに資するツールを提供するだけ

です。

全日本印刷工業組合連合会（全印工連）では印刷産業の持続的な発展と豊かな社会を創造する「Happy Industry」の実現に向けて

令和版構造改善事業に取り組んでいます。その中核を担うのが「印刷DX（デジタルトランスフォーメーション）」です。今年度よりモデル

地区での運用が始まりますが、まだまだ多くの組合員が充分に理解していないのが現状です。大阪府印刷工業組合におきましても

8月のJP展で全印工連が提供する3つのシステムを展示、デモンストレーションを行い、その後、勉強会も予定しています。今回はJP展

の前にもう少し理解を深めていただくために福田浩志 印刷DX推進プロジェクト委員長にお話を伺います。
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転換をめざす共創ネットワーク

＊経済産業省　「印刷産業における取引実態調査」
https://www.meti.go.jp/policy/mono_info_
service/contents/2019_printing_surveyreport.html
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福田 浩志

1962年7月1日生まれ。明治大学商学部卒業後、山一證券株式会社に入社。支店営業勤務の後、本社事業法人部に在籍し、

上場会社の増資、M&A等の資本政策の立案・提案営業業務を担当する。主な担当会社はJR東日本。1998年4月にメリルリンチ

日本証券株式会社に移籍後は、公共法人等の資産運用業務を担当する。2003年1月から株式会社ウエマツの経営に携わり、

2007年3月から現職。

福田：　今回、全印工連が組合員の皆さ

んにご提供しようとしているのは生産の

ための共創ネットワークをデジタルで構

築するためのシステムです。本当に大事

なのは付加価値を生む生み方を組合とし

て提供する部分なのです。弊社では祖父

の前の代から付き合っている地方の印刷

会社がいくつかあり、商工会議所の役員

などをやっておられる方も多く、地域情報

の交差点に常におられます。その会社が

持つ機能をふくらませないと新しい仕事

は印刷会社以外にもっていかれ、そのう

え地盤までももっていかれてしまう。生産

性向上と共に仕事の幅をいかに広げて

いくかも考えなければいけない。この部分

は産業戦略デザイン室が先日発刊した

「INSATSU未来トランスフォーメーショ

ン」をご覧いただきたいと思います。

　設備が余っているからみんな設備廃棄

して生産協調しましょうと言うことが前

面にきていますが、そうじゃなくて、まず

付加価値産業に転換することが目的で、

今までみたいにすべての経営資源を設備

投資だけにつぎ込むのではなく付加価値

を生むことに投入しましょう。ものづくり

は生産協調で作っていけばいい、そのう

えで生産性の向上を目指せばいいと言う

論法なのに、現状は生産協調が先にきて

付加価値をいかに生むかと言うことが

議論の中で抜け落ちています。

浦久保：　DXのところではいかにして
付加価値を生むかをしっかり理解し、

共創ネットワークを構築し、全国の仲

間とDXをうまく利用しながら生産協

調、制作連携などを行う。私は今後、印

刷工業組合に積極的にデザイナーや

WEBクリエーターの方々を勧誘したい

と考えています。小規模な会社であれ

ば賦課金を払っても組合費分のメリッ

トはあります。クリエイティブを持って

いない印刷会社が多く、クリエーター

も大手広告代理店の下請けで仕事を

するより印刷会社と連携するほうがメ

リットが多いと私は思います。大阪で得

意先の業種業態別やテーマ別で共創

ネットワークのダウンサイジングしたも

の、つまり顔が見える距離でクリエイ

ティブと製造をマッチングして商談会

みたいなレベルのものをどんどん行

う。意欲のあるクリエイターにとっては

ビジネスが広がる可能性があります。

収益構造の座標軸のセンターに印刷

があって、その前後左右に取り組む領

域を拡大していくことで受注にまだま

だ伸びしろはあると思います。お客様

の広告宣伝に対する総予算は印刷だ

けが減っているだけで全体としては

減っていないと思っています。

福田：　全印工連の2025計画では印刷
の市場規模を毎年2.75%ダウンの中位

的予想で2025年で3.96兆円と予想して

いますが、2019年の数字が発表に

なっていて4.9兆円で中位予想と同じ

数字だったんですね。しかしコロナ禍

の今、2020年の数字は肌感覚で2割は

減っていると感じています。紙の出荷

額やインキをみてもやっぱり2割ぐら

いかなという感じです。ということは現

在で既に4兆円を切っていると思いま

す。2025年の未来がいきなり2021年

の目の前に現れたのです。こういう状

況なのでほんとに先程の付加価値産

業への転換が待ったなしです。そのた

めにも誰かがモノをつくらなければな

らないので生産協調が必要になってく

るのです。

浦久保：　これが目指すべき姿としたら仕

組みはできました。サービスを受けるソフ

トも出来上がっています。ではどういう連

携をしていくのか、この指止まれを誰が

やっていくのか、連携したチームにどんな

指導やサポート、そしてさらにどのように

してレベルアップをしていくのか、その点

についてはいかがでしょうか。

福田：　そこが今年度のテーマでしっかり

議論する必要があると思っています。今は

全印工連が運営主体として考えています

がそれでサービスができるか疑問をもっ

ています。将来、全印工連から離れてコン

ソーシアムみたいな運営団体を作ったほ

うがいいのじゃないかなという気はして

います。今年度中に全印工連として3つの

ことをやる必要があると思っています。

　ひとつは制度設計をしっかりとやって

いくということ。運営主体として組合員に

どんなサービスをしていくか。それ以外に

も料金体系をどうするのか。たとえば10

社のサークルができたときにリーダーの

役割やルールですね。そういった制度面

を議論して組み立てていかなければいけ

ません。2つ目はモニタリングです。せっか

く作ったシステムですけど使い勝手の問

題が出てきます。改修工事とか実際に使

わないと分からない部分があるのでモニ

タリングをやっていきます。3つ目はかなり

技術的なことになるのですが、このシステ

ムをつくるにあたって5社のベンダーにご

協力いただき、当然5社の印刷機やPOD

やリップだとかつながるような形でつくっ

ています。しかし機械はそれだけではあり

ませんので、他のメーカーのデバイスな

どとつながるためのインターフェースを組

み立てていかなければなりません。引き

続き、経済産業省の助成金を活用しなが

ら整備に努めていきます。

浦久保：　この仕組みを活用してさまざ

まな連携の可能性があると思います。例

えば物流や、災害時のBCP的な連携も可

能だと思います。また紙を調達するコスト

もからんできます。ネットワークでどこか

らどんな紙がどの程度入ってくるか。チー

ムで仕入れのエビデンスをとって用紙の

仕入れや物流に対しても交渉できるよう

になると思います。

福田：　我々印刷業は病気にかかってい

るわけではありませんが、仮に我々が本

当に病気にかかっているとしたらその処

方箋はいろいろあると思います。ソリュー

ションプロバイダーへ転換するための薬

も大事だし、生産協調をするための薬も

大事です。さまざまな処置や薬が必要で

す。全印工連としてはいろんな薬をライン

ナップして提供していくことが大事です。

どの薬がいいかは皆さんの選択にかかっ

ています。

浦久保：　コロナによっていろいろなこと

をすぐに決断していかなければならない

世の中になりました。今、経済産業省が公

募しています事業再構築の補助金があり

ますね。30％売上が落ちていれば緊急事

態枠での特典もあります。この補助金も

活用しながら自社の将来像をしっかり描

き、そのために何が必要かをこの補助金

を活用しながら考えるのもひとつの手段

です。ソリューションプロバイダーに進化

したDXも活用しながら高付加価値産業

への転換を図る議論を加速させていき

たいと思います。本日はお忙しいところあ

りがとうございました。

印刷ＤＸ本格稼働に向けた優先順位は
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